別記
第１号様式（第５条関係）                              　
　　年    月    日 
岐阜県知事 　様
	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


　　年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金交付申請書
　次のとおり標記補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
１　事業名（計画名）  「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業

２　補助金交付申請額

	（１）補助事業に要する経費

（※経費及び資金計画の㋐を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	（２）補助対象経費

（※経費及び資金計画の eq \o\ac(○,イ)を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	（３）市町村負担額

（※経費及び資金計画の㋒を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	（４）補助金交付申請額

（※経費及び資金計画の㋓を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　円


　　　

３　添付書類

別紙１（補助事業実施計画書）

別紙２（補助事業に係る目標設定書）
別紙３－１（経費及び資金計画（総括））

別紙３－２～５（経費及び資金計画）
別紙４（申請時チェックリスト）

別紙１（共通）　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　
補助事業実施計画書
１　事業名（計画名）　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業
２　申請者の概要
	ホームページアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	郵便番号
	

	担当者のe-mail
	

	常時雇用する従業員数
	　　　　　　　人

	業種及び主たる事業
	※パンフレット等がある場合は、添付



	企業規模の確認
	申請者は、下記のいずれかの条件に
□当てはまる　　□当てはまらない　　□その他（組合、実行委員会）

※連携体は、構成員の全てが下記条件の全てに当てはまらない場合のみ、「□当てはまらない」に☑すること
・発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上の数又は金額が一の大企業に所有されている者
・発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上の数又は金額が大企業に所有されている者
・大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員の総数の２分の１以上を占めている者

	事業区分
	※該当する事業に☑してください。

□見本市等出展・開催事業
□商品開発・改良事業
□担い手育成事業 
□ＥＣフェア、県内フェア開催事業
□地場産業ブランディング事業

	対象事業者の確認
	※該当する種別に☑してください。

□県内中小企業　当社は、小規模事業者支援法に定める小規模事業者でないことを確
認しました。
※小規模事業者＝常時雇用する従業員数が２０人以下

□連携体・組合等・実行委員会


３　事業の実施期間

※交付決定前に事業に事前着手する場合は、事前着手理由書（別記第２号様式）を添付すること。

　　開始予定日：　　　　年　　月　　日

完了予定日：　　　　年　　月　　日

	
	該当する申請区分に
〇を付けること。
	実施予定
年月

	1 見本市等出展・開催事業
	
	年　月～　年　月

	2 商品開発・改良事業
	
	年　月～　年　月

	3 担い手育成事業
	
	年　月～　年　月

	4 ＥＣフェア、県内フェア開催事業
	
	年　月～　年　月

	5 地場産業ブランディング事業
	
	年　月～　年　月


４　市町村等からの支援状況

	市町村その他機関名
	補助金の名称及び内容
	補助金の活用

	　
	
	□交付済　□申請中　□なし

	
	
	□交付済　□申請中　□なし

	
	
	□交付済　□申請中　□なし


　
５　事業の概要（別紙にまとめることも可）
　※事業の実施方法、事業内容等を記載してください。
　
1 見本市等出展・開催事業
	見本市等の名称
	

	開催都市・会場
	都市名（国・都道府県）・会場名

	開催期間
	

	昨年度の来場者
	
	昨年度の出展社数
	

	過去の開催・出展回数
	

	物販の有無
	　有　・　無　

	主催者・後援者・協賛等
	

	主な出展商品等（商品）
	出展製品（商品）の内容

※製品の生産地も記載すること。



	
	【県の販路拡大等に向けた事業の参加実績】

※事業名、実施年度を記載すること。



	＜申請区分＞

	区分
	（販売の有無）
	該当する区分に○を付けること。

	海外（出展・開催）
	販売なし
	

	
	販売あり
	

	国内（出展・開催）
	販売なし
	

	
	販売あり
	


2 　商品開発・改良事業

	商品の名称・内容
	

	商品開発・改良の目的・目標
	

	開発又は改良の方法・内容
	

	委託先の概要及び委託内容
	有・無
	

	市場調査の有無
	有・無
	内容



3 　 担い手育成事業

	研修の名称
	

	研修の目的・目標
（具体的に記載してください。）
	

	研修期間・回数
	

	研修方法・内容
	（例）講師〇〇〇



	研修対象者
	

	参加者の数
	


4 　ＥＣフェア、県内フェア開催事業

	フェアの名称
	

	開催場所（ECフェアの場合はECサイトアドレス）
	※開発中の場合はその旨記載

	広告期間
	

	開催期間
	

	前回フェアの来場者数（ECフェアの場合はアクセス数）
	

	過去の開催回数
	

	フェアの内容
	

	主な出展商品等（商品）
	出展製品（商品）の内容

※製品の生産地も記載すること。



	
	【県の販路拡大等に向けた事業の参加実績】

※事業名及び実施年度を記載すること。




5 　地場産業ブランディング事業

	ブランディング事業の名称
	

	ブランディングの目的・目標


	

	ブランディングの方法・内容
	

	委託先の概要及び委託内容
	有・無



別紙２（共通）　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　
補助事業に係る目標設定書

１　事業の実施の背景と将来ビジョン、事業実施の目的（３００字程度）
２ 期待される効果及び指標とする目標値の設定

　ア　期待される効果　※補助事業の実施により得られる効果を記載すること。

イ　指標となる目標値について

　　（必須以外の事業は、独自の目標を記載願います。）

	区分
	指標
	目標数値
	目標数値の算出方法

	見本市等出展・開催事業
	商談件数（必須）
	件
	

	
	成約件数（必須）
	件
	

	
	成約額　（必須）
	円
	

	商品開発・改良事業
	
	
	

	担い手育成事業
	
	
	

	ＥＣフェア、県内フェア開催事業

	受注件数（必須）
	件
	

	
	販売額　（必須）
	円
	

	地場産業ブランディング事業
	
	
	


　※補助事業以外の区分については、斜線を引くこと。

３　事業効果を高めるための取組（３００字程度）
　　　※事業を成功させるための工夫等について記載してください。

４　補助事業を経て、今後申請者が目指すビジョン（３００字程度）

別紙３－１　経費及び資金計画（総括）
※点線枠内は、注意事項のため、確認後削除すること。
(1) 収入の部（資金調達内訳）                                  　     　　　　　　（単位：円）　

	経費区分
	金　　額
	備　　　　考

	補 助 金
	
	県補助金

	
	
	市町村負担分

	
	
	その他

	自己資金
	
	

	借 入 金
	
	

	そ の 他
	
	

	合　　計
	㋐（※１）
	


(2)支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象事業の

区分

	補助事業に要する経費（※２）
	補助対象経費

（※３）
	左の負担区分

	
	
	
	市町村負担分
	県補助金申請額

（千円未満切捨て）
（※４）（※５）
	自己負担分

	ア　見本市等出展・開催
	(a)
	(e)
	
	
	

	イ　商品開発・
改良
	
	
	
	
	

	ウ　担い手育成
	
	
	
	
	

	小計
（＝イ＋ウ計）
	(b)
	(f)
	
	
	

	エ　フェア開催
	(c)
	(g)
	
	
	

	オ　ブランディング事業
	(d)
	(h)
	
	
	

	合　　計
	㋐（※１）

	㋑


	㋒


	㋓


	㋔（㋐-㋒-㋓）





別紙３－２　経費及び資金計画（見本市等出展・開催事業） 
事業の名称＜　　　　　　　　　　＞　
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	(1)国内・海外の見本市等への出展に要する経費
(2)国内・海外の見本市等の開催に要する経費

	１－１

	謝金
	
	
	
	

	
	１―２
	旅費
	
	
	
	

	
	１－３
	事務費
	
	
	
	

	
	１－４
	委託料

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(a)
	
	(e)



別紙３－３　経費及び資金計画（商品開発・改良事業、担い手育成事業）
事業の名称＜　　　　　　　　　　＞
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	商品の開発・改良、市場調査に要する経費


	２－１
	謝金
	
	
	
	

	
	２－２


	旅費
	
	
	
	

	
	２－３


	事務費
	
	
	
	

	
	２－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	担い手の育成に要する経費


	３－１
	謝金
	
	
	
	

	
	３－２


	旅費
	
	
	
	

	
	３－３


	事務費
	
	
	
	

	
	３－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(b)
	
	(f)



別紙３－４　経費及び資金計画（ＥＣフェア、県内フェア開催事業） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の名称＜　　　　　　　　　　＞
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	ＥＣサイトでのフェア開催
事業に要する経費

	４－１
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	４－２
	販売物品の送料
	
	
	
	

	
	４－３
	事務費
	
	
	
	

	
	４－４
	構築・改修費
	
	
	
	

	
	４－５
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	県内でのフェア開催事業に要する経費
	５－１
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	５－２
	事務費
	
	
	
	

	
	５－３
	会場借料
	
	
	
	

	
	５－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(c)
	
	(g)




	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	地場産業ブランディング事業に要する経費

	１－１

	謝金
	
	
	
	

	
	１―２
	旅費
	
	
	
	

	
	１－３
	事務費
	
	
	
	

	
	１－４
	委託料

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	合　　　　　　　　計
	
	
	(d)
	
	(h)


別紙３－５　経費及び資金計画（地場産業ブランディング事業）


別紙４（共通）　申請時チェックリスト

１　申請書類
※提出前に各書類の有無を確認し、○又は×を記載すること。
	
	申請書（添付書類）名称
	申請者

	１
	申請時チェックリスト（別紙４）
	

	２
	補助金交付申請書（別記第１号様式）
	

	３
	補助事業実施計画書（別紙１（共通））
	

	４
	補助事業に係る目標設定書（別紙２（共通））
	

	５
	経費及び資金計画（別紙３－１～５）
	

	６
	連携体の構成員一覧表（別添１）（※連携体のみ）
	

	７
	事前着手理由書（別記第２号様式）（※交付決定前に事業に着手する場合のみ）
	

	８
	申請者の定款（原本証明）（※１）
	

	９
	申請者の登記簿謄本（※１）
	

	10
	申請者の決算書（直近２期分）（※１）
	

	11
	連携体の規約及び決算書（直近２期分）（※連携体のみ）
	

	12
	組織図、構成員名簿（※１）（※中小企業者による申請の場合は、不要）
	

	13
	納税証明書　①県税事務所(②③で徴収する県税以外のもの）(※１)（※２）
	

	14
	納税証明書　②税務署（地方消費税を含むものに限る。）(※１)（※２）
	

	15
	納税証明書　③市町村役場（個人県民税を含むものに限る。）(※１)（※２）（※個人事業者の申請の場合のみ）
	

	16
	積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）
	

	17
	為替レートの確認書類（※海外見本市等出展・開催事業のみ）
	

	18
	補助事業の概要が分かるもの
	


※１　連携体で申請する場合は、別添１及び実施主体となる中小企業者等の各種書類を提出すること。

※２　各発行機関における「未納に係る税が無いことを証する書類」とする。連携体として税務署に登録がある場合は、連携体のものを添付すること。申請時に取得可能な最新のものを添付すること。
※登記簿及び納税証明書は写しの提出を可能とする。ただし、発行日は募集開始日以降のものとする。

（別添１）                                                                                             
連携体の構成員一覧表
	　構成員氏名
（企　業　等　名）
（代表者役職氏名）


	構成員所在地
	電話番号
（連絡先）
	担当者の役職及び氏名
	資本の額
又は出資
の総額
　（千円）
	常時雇用する従業員数
 　 （人）
	事業に常時
従事する従
業員数
      （人）
	業種及び主
たる事業
	賦課金額
 　 （円）
	一社の大企業又はその役員からの50%以上の出資の有無

	【実施主体となる団体】

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
  　　 円

	


（注）
  (1) 「賦課金額」欄の合計額が別紙１の「補助事業に要する経費」と一致するように記入すること。
　(2) 実施主体となる団体から記入すること。

第２号様式（第６条関係）
事前着手理由書
１　事業名
２　事前着手（予定）日
　　　※別紙１（共通）の「３　事業の実施期間」に記載した開始予定日を記載すること。
３　事前着手する必要がある理由
	


例１　出展を予定している見本市等が早期に開催されるため、確実かつ効果的な事業実施には交付決定前の事業着手が必要であるため
２　交付決定前に出展を希望する見本市等の申込期限が到来する可能性があるため
４　事前着手に必要となる経費
	項　目
	内　容
	積　算
	支　払　日

	
	
	
	


　　注　経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容が分かる資料を添付すること。
	(注)
交付決定前に事業に着手することは、原則認められません。事前着手は、事業の性格上又はやむを得ない理由があると知事が特に認めた場合にのみ、例外的に認めるものであり、事前着手理由書を提出した場合であっても、申請内容を審査した結果、補助申請が採択されない場合又は補助申請が採択されても、事前着手に必要な経費が認められない場合もあります。その場合は、当該事業実施に必要な経費は、自己資金で対応することになります。　


第３号様式（第８条関係）                              　
　　年    月    日 

岐阜県知事 　様

	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


　　年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に係る
経費配分（事業内容）変更承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業の経費配分（事業内容）を、下記のとおり変更したいので承認を申請します。
記
１　変更する事業名
２　変更の理由
□事業内容の変更に伴い、経費の配分の変更があるため（軽微な変更を除く。）
□出展する見本市等を変更したいため（見本市等出展・開催事業）
□商品開発・改良内容を変更したいため（商品開発・改良事業）
□担い手育成の内容を変更したいため（担い手育成事業）
□開催するフェア内容等を変更したいため（ＥＣフェア・県内フェア事業）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
具体的な理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　変更の内容
(1) 経費の配分        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　  （単位：円）
	補助事業
	項目
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額
	備考

	
	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	

	□見本市等出展・開催事業
□商品開発・
改良事業
□担い手育成
事業
□ＥＣフェア、県内フェア開催事業
□地場産業ブランディング事業

	旅　費
	
	
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	
	
	
	

	
	謝　金
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


注　補助事業の一部を新たに委託しようとすることに伴い経費の配分の変更を行うときは、(2)事業の内容の表の変更後の欄に委託の内容及び委託先を記載すること。
項目については、申請時の経費及び資金計画に記載のある項目に合わせて適宜修正、追記を行うこと。

　(2) 事業の内容
	補助事業
	変　　　更　　　前
	変　　　更　　　後

	
	
	


第４号様式（第８条関係）    　　　　　　　                         
　　年    月    日 
岐阜県知事 　様

	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に係る
事業中止（廃止）承認申請書
　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業を下記のとおり中止（廃止）したいので承認を申請します。
記
１　中止（廃止）する事業名
２　中止（廃止）の理由
　　※　具体的に記載すること。
第５号様式（第８条関係）                             　　　　　　 
　　年    月    日 

岐阜県知事 　様

	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に係る
事業遅延等報告書
　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業について、下記のとおり遅延等するので報告します。
記
１　遅延等する事業名
２　事業の進捗状況
３　２の進捗までに要した経費
４　遅延等の内容及び原因
５　遅延等に対する措置
第６号様式（第１１条関係）                       　　　　　　      
　　年　　月　　日
岐阜県知事 　様
	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


　　　年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に係る事業
実績報告書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業を、　　年　　月　　日付けで完了しましたので、岐阜県補助金等交付規則第１３条の規定により次の書類を添えて報告します。
記
１　補助金交付の対象となった事業名
     　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業　
２　補助事業に要した経費及び補助金の額
	（１）補助事業に要した経費
（※決算総表（収支決算書）の㋐を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	（２）補助対象経費
（※決算総表（収支決算書）の㋐－㋑を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	（３）補助金の額
（※決算総表（収支決算書）の eq \o\ac(○,オ)を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円


３　添付書類
　　別紙１（事業実績報告書）
　　別紙２－１～５（決算総表（収支決算書）及び支出明細報告書）
別紙３（収益納付に係る報告書）
※販売等売上げを伴う見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア開催事業
別紙４（補助事業評価書）
別紙５（実績報告時チェックリスト）

別紙１（共通）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業実績報告書
１　事業の名称（計画名）　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業
　　　※交付決定通知書に記載された事業名を記載すること。
２　申請者の概要
	HPアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者のe-mail
	


３　事業の実施期間
　　　　開始日　　　　　　年　　月　　日
　　　　完了日　　　　　　年　　月　　日
４　事業の内容（別紙にまとめることも可）
※事業に係る報告書や資料、写真を貼付すること。
※成果物等に「この○○は、岐阜県中小企業販路開拓等支援事業の補助金を活用して実施しています。」との趣旨を表示すること。
(1)見本市等出展・開催事業
	見本市等の名称
	

	開催国・都市・会場
	

	開催期間
	

	内容
	

	来場者数
	
	出展者数
	

	ブース来場者数
	

	会場・現地での

反応、課題
	※報告書等を添付すること。


	今後の展開
（今後の活動方針等）
	


　
　(2) 商品開発・改良事業
	商品の名称
	

	改良方法・内容
	※成果物等（報告書、写真等）を添付すること。


	改良結果・課題
	

	今後の展開
（今後の活動方針等）
	

	委託先の概要及び委託内容
	有・無
	

	市場調査の有無

	有・無
	内容


(3) 担い手育成事業

	研修の名称
	

	研修日時・回数
	

	研修方法・内容
	※研修資料等成果物を添付すること。
※参加者名簿を添付すること。



	研修会結果・課題
	

	今後の展開
（今後の活動方針等）
	


(4)ＥＣフェア、県内フェア開催事業

	フェアの名称
	

	開催場所（ＥＣフェアの場合はＥＣサイトアドレス）
	

	広告期間
	

	開催期間
	

	アクセス数
	

	反応・課題等
	※成果物等（報告書、写真等）を添付すること。


	今後の展開
（今後の活動方針等）
	


	ブランディング事業の名称
	

	ブランディングの方法・内容


	

	ブランディング結果・課題
	

	今後の展開
（今後の活動方針等）
	

	委託先の概要及び委託内容
	有・無



 (5)地場産業ブランディング事業

５　市町村等からの支援状況
	市町村名その他機関名
	補助金の名称及び内容
	補助金の活用

	　
	
	□交付済　□申請中　□なし

	
	
	□交付済　□申請中　□なし

	
	
	□交付済　□申請中　□なし


別紙２－１（共通）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　  　　　　
決算総表（収支決算書）
 (1) 収入の部（資金調達内訳）                                   　　（単位：円）　　　　　　　
	経費区分
	金　　額
	備　　　　　考

	
	予算額（※２）
	決算額
	

	補 助 金
	
	
	県補助金

	
	
	
	市町村負担分

	
	
	
	その他

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	A
	㋐（※１）
	


(2) 支出の部（資金支出内訳）   　                                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象事業の
区分

	補助事業に要する経費
	補助対象外
経費
	補助対象経費
（※３）
	左の負担区分

	
	
	
	
	自己負担額
	市町村負担額
	補助金額

	
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額

	ア　見本市等出展・開催事業
	
	(a)

	
	
	
	(e)
	
	
	
	
	
	

	イ　
商品開発・改良事業
	
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ウ　
担い手育成事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
（＝イ＋ウ）
	
	(b)
	
	
	
	(f)
	
	
	
	
	
	

	エ
フェア開催事業
	
	(c)
	
	
	
	(g)
	
	
	
	
	
	

	オ
地場産業ブランディング事業
	
	(d)
	
	
	
	(h)
	
	
	
	
	
	

	合　　計

	A

	㋐（※１）

	　

	㋑

	
	㋐－㋑

	
	㋐-㋒-㋓

	
	㋒

	
	㋓
B　　　　　


	※別紙３の納付額に記載がある場合は、「収益納付額（控除される額）」欄に転記すること。

	収益納付額（控除される額）※
	C

	
	交付を受ける補助金額
	B-C eq \o\ac(○,オ)


別紙２－２　支出明細報告書（見本市等出展・開催事業） 
事業の名称＜　　　　　　　　　　＞
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	(1)国内・海外の見本市等への出展に要する経費
(2)国内・海外の見本市等の開催に要する経費

	１－１
	謝金
	
	
	
	

	
	１－２


	旅費
	
	
	
	

	
	１－３


	事務費
	
	
	
	

	
	１－４
	委託料

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(a)
	
	(e)



別紙２－３　支出明細報告書（商品開発・改良事業、担い手育成事業）　　　　　　　　　　
　事業の名称＜　　　　　　　　　　＞　
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	商品の開発・改良、市場調査に要する経費
	２－１

	謝金
	
	
	
	

	
	２－２


	旅費
	
	
	
	

	
	２－３


	事務費
	
	
	
	

	
	２－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	担い手育成に要する経費
	３－１
	謝金
	
	
	
	

	
	３－２


	旅費
	
	
	
	

	
	３－３


	事務費
	
	
	
	

	
	３－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(b)
	
	(f)



別紙２－４　支出明細報告書（ＥＣフェア、県内フェア開催事業） 
事業の名称＜　　　　　　　　　　＞
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	ＥＣサイトでのフェア開催
事業に要する経費

	４－１
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	４－２
	販売物品の送料
	
	
	
	

	
	４－３
	事務費
	
	
	
	

	
	４－４
	構築・改修費
	
	
	
	

	
	４－５
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	県内でのフェア開催事業に要する経費
	５－１
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	５－２
	事務費
	
	
	
	

	
	５－３
	会場借料
	
	
	
	

	
	５－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(c)
	
	(g)



別紙２－５　支出明細報告書（地場産業ブランディング事業） 
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	地場産業ブランディング事業に要する経費

	１－１

	謝金
	
	
	
	

	
	１―２
	旅費
	
	
	
	

	
	１－３
	事務費
	
	
	
	

	
	１－４
	委託料

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(d)
	
	(g)



別紙３（見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア、県内フェア開催事業＜販売あり＞）

収益納付に係る報告書
                                                           　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助事業
	補助事業に要する経費（A）
	県補助額(B)
	市町村
補助額(C)
	補助事業に係る売上額(D)
	補助事業に係る収益額(E)
	控除額(F)
(A-B-C)
	納付額(G)
(E－F)

	(1)国内・海外の見本市等への出展事業
(2)国内・海外の見本市等の開催事業
(3)ＥＣフェア、県内フェア開催事業

	
	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】

（1） 販売等売上げを伴う見本市等出展・開催事業及びＥＣ出店・フェア開催事業について記入すること。
（２）「補助事業に係る売上額（D）」とは、補助事業期間における当該事業の売上額をいう。

（３）「補助事業に係る収益額（E）」とは、「補助事業に係る売上額（D）」から、同売上額を得るのに要した額
（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）を差し引いた額をいう。 
なお、「補助事業に係る収益額（E）」がゼロ又はマイナスの場合には、ゼロと記載すること。

（４）「控除額（F）」＝「補助事業に要する経費（A）」―  「県補助額（B）」―「市町村補助額（C）」 
（５）「納付額（G）」＝「補助事業に係る収益額（E）」―　「控除額（F）」≦　「県補助額（B）」
【添付書類】

補助事業に係る収益額等の算定に必要な次の額を確認できる資料を添付すること。
　・補助事業に係る売上額
　・同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）
別紙４
補助事業評価書
１　指標となる目標数値の達成度
　
	区分
	指標
	目標数値
	達成数値

	見本市等出展・開催事業
	商談件数（必須）
	件
	件

	
	成約件数（必須）
	件
	件

	
	成約額　（必須）
	円
	円

	商品開発・改良事業
	
	
	

	担い手育成事業
	
	
	

	ＥＣフェア、県内フェア開催事業
	受注件数（必須）
	件
	件

	
	販売額　（必須）
	円
	円

	地場産業ブランディング事業
	
	
	


２　事業の効果

※申請時に提出した補助事業に係る目標設定書（別紙２）の「２（ア）期待される効果」で記載した内容を踏まえた内容とすること。

３　事業の問題点及び今後の改善策
４　次年度以降に予定している事業内容（取組）
※申請時に提出した補助事業に係る目標設定書（別紙２）の「４　補助事業を経て、今後申請者が目指すビジョンで記載した内容」を踏まえた内容とすること。

別紙５（共通）　実績報告時チェックリスト

１　報告書類（添付書類）

※提出前に各書類の有無を確認し、○又は×を記載すること。
	
	報告書（添付書類）名称
	申請者

	１
	実績報告時チェックリスト（別紙５）
	

	２
	実績報告書（別記第６号様式）
	

	３
	事業実績報告書（別紙１（共通））
	

	４
	決算総表（収支決算書）（別紙２（共通））
	

	５
	支出明細報告書（別紙２－１～５）
	

	６
	収益納付に係る報告書（別紙３）
・補助事業に係る売上額の確認書類
・同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）の確認書類
【販売等売上げを伴う見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア開催事業に限る。】
	

	７
	補助事業評価書（別紙４）
	

	８
	実績額の根拠書類（請求書、振込依頼書、納品書等）　
	

	９
	為替レートの確認書類（※海外見本市等出展・開催事業のみ）
	

	10
	成果物
	


第７号様式（第１２条関係）                          　　　　　　　　　　  
　　年    月    日 

岐阜県知事 　様

	住　所
	
	

	名　称
	
	

	役　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	発行責任者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連絡先
	
	


年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金
に係る交付請求書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の額の確定を受けた標記補助金について、下記金額の交付を請求します。
記
１　交付請求する事業名
２　補助金請求額　　　　　金　　　　　　　　　　　円也
     　　　　 内訳　交付決定額                            円
         　　　　   既受領済額                            円
           　　　　 確　定　額                            円
           　　　　 今回請求額                            円
           　　　　 残　　　額                            円
３　振込先
	金融機関名
	　　　　　　　　銀行（金庫）　　　　　支店

	口座名義（ふりがな）
	

	預金の種別
	          普通　　・　　当座

	口座番号

	


第８号様式（第１２条関係）  
　　年    月    日 

岐阜県知事 　様

	住　所
	
	

	名　称
	
	

	役　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	発行責任者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連絡先
	
	


 年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金
に係る概算払交付請求書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付決定を受けた標記補助金について、下記金額の交付を請求します。
記
１　交付請求する事業名
２　補助金請求額　　　　　金　　　　　　　　　　　円也
     　　　　 内訳　交付決定額                            円
         　　　　   既受領済額                            円
           　　　　 今回請求額                            円
           　　　　 残　　　額                            円
３　補助対象経費支出計画
別紙のとおり
４　振込先
	金融機関名
	　　　　　　　　銀行（金庫）　　　　　支店

	口座名義（ふりがな）
	

	預金の種別
	          普通　　・　　当座

	口座番号

	


　　　　　　                                                           　 　　　　　　  

別紙　
補助対象経費支出計画書
	 経 費 区 分

	内　　　容

	　金　 　額
     　　(円)
	見　積
年月日
	契　約
年月日
	入　手
年月日
	支　払
年月日
	補助金充当額
(円)
	備　考


	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　合　　計

	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　予定のものについては（　）書きとすること。
２　「内容」欄には、名称、積算明細＠単価（消費税等込み）×数量＝金額（消費税等込み）、仕様等を記入すること。
        ３　「入手年月日」欄には、補助対象物件が納品された日又は事業実施された日を記入すること。
        ４　「備考」欄には、購入先、支払先等を記入すること。
        ５　「金額」には、消費税額及び地方消費税額を含めた額で円単位まで記入すること。また、経費区分ごとに消費税額及び地方消費税額の合計を示すこと。
        ６　「補助金充当額」欄には、千円未満を切り捨てた額を記入すること。
第９号様式（第１３条関係）  
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                 　　 
	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に係る
消費税及び地方消費税の仕入控除税額の確定に伴う報告書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に関して、下記のとおり報告します。
記
１　報告対象となる事業名
２　補助金額（知事が確定通知書により通知した額） 　　　                 円
３　補助金の確定時における消費税等仕入控除税額
                                             　　　　　　　　　　　　　 円
４　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額          　                                

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
５　補助金返還相当額（４－３）                                          円
（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。
      ２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の１０％相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではないこと。

第１０号様式（第１５条関係） 
　　年    月    日 

岐阜県知事 　様

	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


 年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に関する
事業実施後状況等報告書（　　　年度補助事業）
　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業に関し、　　年度の事業実施後の状況について、中小企業販路開拓等支援事業費補助金交付要綱第１５条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　事業名「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　※補助金交付申請書に記載した事業名を転記すること。

２　補助事業終了後の取組状況
　　※補助事業の成果を生かした取組等を記載すること。
①見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア開催事業　
　　　

別紙のとおり　
②商品開発・改良事業
③担い手育成事業
 別紙（見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア開催事業）　　　　　　　　　　　　　　
　　　補助事業実施　　　　　　　     年度
　　　補助事業終了後状況報告         年度分（以下「本年度」という。）
１　補助事業終了後の実施状況
	区　　分
	実　　　施　　　内　　　容

	補助事業終了後の
販路拡大
活動内容

	(1) 見本市等出展終了から本年度までの取組

(2) 補助事業実施年度以降の見本市等出展状況について
※補助事業実施年度の実績報告書に記載した、「次年度以降に予定している事業内容（取組）」を含め、販路開拓につながる活動について記載してください。

	販路拡大
活動によ
り得られ
た成果

	<補助事業実施年度の目標>　
※補助事業実施前年度から、本年度までの実績を記載してください。
【見本市等出展・開催事業】
年度
商談企業数
成約企業数
成約額
備考
年度
件
件
円
年度

件

件

円

年度
件

件

円
※　原則として、補助事業申請時に販路拡大の目標としたことに関連する業績を記載してください。
（例１：ヨーロッパでの販路拡大を目指して出展→ヨーロッパでの取引数・量を記載）
（例２：Ａ商品の販路拡大を目指して出展→Ａ商品の取引数・量を記載）
【ＥＣフェア、県内フェア開催事業】
年度
受注件数
販売額
備考
年度
件

円
年度

件

円

年度
件

円
※　原則として、補助事業申請時に販路拡大の目標としたことに関連する業績を記載してください。

	活動を進
める上での問題点及び今後
の方針
	


　　・注記（※印）を消去して使用してください。
※１　(1)収入の部の「㋐」と(2)支出の部の「㋐」が一致すること。


※２　「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。(a)～(d)については、別紙３－２～４の合計欄の(a)～(d)の数字を転記すること。


※３　「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない。(e)～(h)については、別紙３－２～５の合計欄の(e)～(h)の数字を転記すること。


※４　「県補助金申請額」欄には、補助対象経費に補助率を乗じて得た金額の範囲内の金額を記載すること（補助限度額の範囲内に限る。）。また、別記第１号様式２の（４）補助金交付申請額に同じ金額を転記すること。


※５　経費については、千円未満を切り捨てず、円単位まで記入すること。ただし、県補助金申請額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。





※１　積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない。





※１　積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※１　積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※１　積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※軽微な変更とは


一　別表１の補助事業に掲げる事業ごとに補助対象経費の２０パーセント以内の配分の変更


二　補助金の交付の目的又は補助事業の能率に影響を及ぼさない範囲の変更及び補助事業細部の変更


 





○実績報告書１ページの完了日にも同じ日付を記載すること。





※１　(1)収入の部の「㋐」と(2)支出の部の「㋐」が一致すること。


※２　「予算額」欄には、申請書の計画の内容に記載したもの（補助事業計画を変更した場合は、承認を受けた変更後の計画に基づくもの）を記入すること。


※３　「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない。


※４　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記入すること。


※５　経費については、千円未満を切り捨てず円単位まで記入すること。ただし、補助金額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。





※１　積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない








※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※申請時に提出した補助事業に係る目標設定書（別紙２）に記載した指標となる目標値を転記すること。


※必要に応じて欄を追加すること。











